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 ● 本報告書に記載されている「ＩＴスキル標準 
®
」および「プロフェッショナルコミュニティ 

®
」は、独

立行政法人 情報処理推進機構（ＩＰＡ）の登録商標です。また、社名および製品名は、それぞれの会社の

商標です。なお、本文中では「
ＴＭ

」、「
®
」は省略しています。  

 

● 本報告書に記載されているＷｅｂページに関する情報（ＵＲＬ等）については、予告なく変更、追

加、削除（閉鎖）等される場合があります。あらかじめご了承願います。  
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はじめに  
 

独立行政法人 情報処理推進機構（以下、ＩＰＡ）IT人材育成本部ＩＴスキル標準センターでは、ＩＴスキル標

準を基盤とした人材育成の支援事業を進めており、ＩＴスキル標準の改版や、企業などでの活用事例の収

集と分析、プロフェッショナルの育成に有益な情報発信などを行っている。  

この一環として、ＩＴスキル標準センターにプロフェッショナルコミュニティを創設し、後進人材のスキルアッ

プに貢献するため、次のような活動を継続している。  

 •後進人材育成のためのガイドライン作成  

 •ＩＴスキル標準／研修ロードマップに対する改善事項の指摘  

  •ハイレベルなＩＴ人材の育成要素に関する助言 など

アプリケーションスペシャリスト（以降ＡＰＳ）委員会では、2004年４月に設立されて以後、ＩＴスキル標準の改

善やＡＰＳの育成や評価のあり方に関する検討を行ってきた。 

2004年 4月の活動開始からＡＰＳ委員会は、ＡＰＳに関する人材像の明確化、ＩＴスキル標準および研修ロ

ードマップの改善指摘、研修コースのレビュー、および各種情報調査とその公開を行っており、以下の活

動成果を報告している。  

 ①「アプリケーションスペシャリスト育成ハンドブック」（2004、2005）

 ②「ITスキル標準改善提案報告書2004年度版」（2004）  

 ③「アプリケーションスペシャリスト・スキルアップ・クイックガイド」（2005）

 ④「アプリケーションスペシャリスト評価ガイドライン」（2005）

⑤「ITスキル標準改善提案報告書2006年度版」（2006） 

⑥「ITスキル標準改善提案報告書2007年度版」（2007） 

 

 

 

これらの活動成果は、ＡＰＳ委員会のＷｅｂページから参照可能である。 （ＡＰＳ委員

会のページ http://www.ipa.go.jp/jinzai/itss/activity/APS_com.html）  
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本書は、ＩＴスキル標準の普及と活用促進を支援することを目的として、ＩＴスキル標準の理解を深める資料

の作成と、ＩＴスキル標準のＡＰＳ定義への改善を指摘することを行うことを目的に、次のメンバーによる検討

を重ね、「2008年度版ＩＴスキル標準への改善指摘報告書」としてとりまとめたものである。  

＜検討メンバー＞  

 

氏名 会社名／団体名 

○相田秀司 ＤＩＣ株式会社 

大岩康志 ＳＡＰジャパン株式会社 

大塚仁司 日本ユニシス株式会社 

◎嶋田圭吾 （元 株式会社クロスフォース） 

竹内敏明 日本オラクル株式会社 

   （◎主査、○は副主査） 

 

独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）

IT人材育成本部 

ITスキル標準センター  
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１．２００８年度の活動について 
１．１ ２００８年度活動方針 
 ＩＴスキル標準Ｖ３の改訂に対応する形で、育成ハンドブック、評価ガイドライン、研修ロー

ドマップの見直しを行う。 
 また、上記改訂に対応する形で、評価ガイドラインに記載されているスキル項目の見直しを行

い、さらに業務スキルに関しても、検討を進めるものとする。 
 
１．２ ＡＰＳの人物像について 
 これまでＡＰＳ委員会で考えて来たＡＰＳの人材像は、以下のイメージである。 

＜ＡＰＳの役割＞ 

特定の業務知識を有し、業務分析および業務プロセスのモデル化を行い、情報システムの要件定義、

論理設計をリードし、アプリケーションシステムの構築に対して責任を持つ。さらに構築された情報システ

ムをコンサルタントと共に業務システムとして定着させるチェンジ・マネージメントの一役を担う。また、業

務パッケージにおいては業務パッケージのコンセプトおよび機能を熟知し、パッケージ適用設計、導入、

評価の責任を持つ。 

 
下図のように、一般的に業務システムを人中心の業務処理とそれを支援する情報システムとに分けた場

合、アーキテクトがシステム化計画で描いたＴｏ－Ｂｅモデルを具現化することが、ＡＰＳの役割と考える。

このため、背景情報として経営目標および経営計画の理解、システム化計画で描かれたシステム化領域

に対する業務分析と業務プロセス詳細のモデル化、情報システム機能の設計、構築、導入をプロジェク

ト・マネージャの下でＩＴスペシャリストなどをコントロールしながら遂行する。  
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１．３ 討議内容 
１．３．１ ＩＴスキル標準Ｖ３に対応した見直し 

 ＩＴスキル標準Ｖ３に対応する形で育成ハンドブック、評価ガイドライン、研修ロードマップ

を改定するため、不足部分と修正部分に関する検討を実施した。 

（１）育成ハンドブックの改定（前年度より継続検討） 
(ア) 専門分野「業務パッケージ」の見直しを中心に V３に合わせて改定 

 
（２）評価ガイドラインの改定 

(ア) 専門分野「業務パッケージ」の見直しを中心に V３に合わせて改定 
(イ) レベル４以上の評価方法の見直し（特にレベル５、６の評価・認定方法） 
 

（３）研修ロードマップに関する改善提案 
(ア) 専門分野「業務パッケージ」の部分に関して改善提案を実施 

 
１．３．２ APS スキル項目とスキルディクショナリーの整合性検討 

  評価ガイドラインで使用しているスキル項目とＩＴスキル標準Ｖ３のスキルディクショナ

リーとの整合性に関する検討を実施した。 

（１）APS スキル項目の見直し 
(ア) APS スキル項目とは 

    APS の評価ガイドラインに記載されている APS 独自のスキル項目であり、スキルディク

ショナリーとは別体系で作られている。 

   （理由）V２のスキルディクショナリーが出来る前から APS 独自で検討していたため独立し

た体系となっている。 

(イ) APS スキル項目に関する検討 
    スキルディクショナリーは、V１から V3 へバージョンアップする間に大幅な変更があっ

たが、APS スキル項目はそのままとなっているため、整合性が見えなくなって来ている。 

 その整合性を取るためにスキル項目の見直しを行った。 
 

（２）APS スキル項目とスキルディクショナリーの対応表作成 
(ア) APS スキル項目の位置付け 

APS スキル項目をスキルディクショナリーの中項目的な体系と考え、APS スキル項目で基

準を維持し、スキルディクショナリーとの整合性は対応表で管理することとした。 

(イ) APS スキル項目との対応表作成 
APS スキル項目とスキルディクショナリーとの対応表を作成した。 
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１．３．３ APS 業務習得モデルに関する検討 

  APS 委員会当初からの課題であった業務スキルに関する検討を開始した。 

（１）業務スキルに関する検討 
(ア) 業務スキルへの言及検討 

APS として必要なスキルの中に、業務スキルの記述を加えられないかと言う観点から、

業種分類や業務分類、また業務パッケージで使われている業務の種類などを調査し、業務

を明確に定義出来ないか検討したが、汎用的な表現が難しいと言う結論となった。 
(イ) 業務習得方法のパターン化検討 

これまでの経験より、業務の習得パターンが存在するのではないかと言う話になり、業

務習得方法に関するパターン化の検討に着手した。 
 

（２）業務スキル習得モデルの試作検討（継続検討中） 
(ア) 業務スキルの構造化 

業務スキルの構造化検討を行った。その結果は以下の通り。 
  基本原理・基礎知識（用語、原理・原則など） 

法令・規則（国や業界における法令や規則・規制など） 

業種・業界属性（業種・業界動向、業界共通課題など） 

企業属性（経営目標、経営課題、経営計画、組織など） 

ビジネス・フレームワーク（業務機能、業務活動、業務プロセスなど） 

(イ) 業務スキルの習得ステップ 
基本知識の習得からスキル向上と言う習得ステップが存在する。 

(ウ) 業務スキル習得方法のパターン化検討 
準備段階で基本知識を習得し、システム構築段階でスキルを向上させるのが、最も一般

的な業務スキル習得パターンと考えられる。 
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２．ＩＴスキル標準Ｖ３に対応した見直し 
ＩＴスキル標準Ｖ３が 2008 年 3 月に公開されたが、関連資料である育成ハンドブック、評価ガ

イドライン、研修ロードマップに関しては、一部整合性が取れていなかったため、改定のための

見直しを実施した。 
 
２．１ 育成ハンドブックの改訂 

（2008 年 7 月 31 日より第３版として公開中） 

 

(ア) 専門分野「業務パッケージ」の見直しに伴う改訂 

ＩＴスキル標準Ｖ３より、ＡＰＳの専門分野「業務パッケージ」の内容が一部変更されて

いるため、V3 と同期をとって育成ハンドブックの改訂を実施した。 
 

２．２ 評価ガイドラインの改定 
（2008 年 12 月 5 日より第２版として公開中） 

 
(ア) 専門分野「業務パッケージ」の見直しに伴う改定 

ＩＴスキル標準Ｖ３より、ＡＰＳの専門分野「業務パッケージ」の内容が一部変更されて

いるため、育成ハンドブック同様に評価ガイドラインの改訂を実施した。 
(イ) レベル４以上の評価方法の見直し（特にレベル５、６の評価・認定方法） 

情報処理技術者試験によるレベル判定基準を考慮し、レベル４以上の評価方法を見直した。

特にレベル５・６の評価者の記述に関して、現実的に可能な表現に変えた。 
 
２．３ 研修ロードマップに関する改善提案 

（2009 年 3 月 31 日より Web にて全体公開中） 
 

(ア) 専門分野「業務パッケージ」の部分に関する改善提案 

ＩＴスキル標準Ｖ３より、ＡＰＳの専門分野「業務パッケージ」の内容が一部変更されて

いるため、育成ハンドブックや評価ガイドラインと同様に研修ロードマップに関する改善提

案を行った。 
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３．APS スキル項目とスキルディクショナリーの整合性検討 
APS の評価ガイドラインで使用しているスキル項目とＩＴスキル標準Ｖ３のスキルディクシ

ョナリーとの整合性に関する検討を実施した。 
 

３．１ APS スキル項目の見直し 

 
(ア) APS スキル項目とは 

APS スキル項目とは、APS の評価ガイドラインに記載されている APS 職種として評価や認定

を行う為、持つべきスキルを整理したものである。 
APS スキル項目は IT スキル標準 V2 でスキルディクショナリーが定義される前から APS とし

て検討および作成されていたため、IT スキル標準のスキルディクショナリーとは異なる体系

になっていた。 
 
(イ) APS スキル項目に関する検討 

IT スキル標準のスキルディクショナリーは、V１から V3 の間に大幅な変更が行われたが、

一方で APS スキル項目の見直しは行っていなかった。現時点ではスキルディクショナリー

を APS スキル項目間の整合性が分かりづらくなっている状態にあるため、今回 APS スキル

項目を評価や育成計画に活用しやすくするために、スキルディクショナリーと APS スキル

項目の関連性を整理し、整合性の明確化の検討行った。具体的には、APS スキル項目とスキ

ルの対応表を作成し、スキル項目の追加・変更・削除を行った。 
 
３．２ APS スキル項目とスキルディクショナリーの対応表作成 
(ア) APS スキル項目の位置付け 

今後、APS の評価や認定を行うためには、スキル別にレベル毎の基準を定義する必要がある。

しかし、スキルディクショナリーの詳細項目では、単位が細か過ぎ、改変も多いため、その

基準を定義するのが困難な状況となっていた。 
その問題を解決するため、APS スキル項目をスキルディクショナリーの中項目的な体系と考

え、APS スキル項目（大項目）とスキルディクショナリーの中項目を対応させ、APS スキ

ル項目で基準を維持し、スキルディクショナリーとの整合性を管理するための対応表を作成

した。（図 3-1 参照） 
 
(イ) APS スキル項目との対応表作成 

APS スキル項目の見直しと並行して、スキルディクショナリーとの対応表を作成した。なお、

対応表作成にあたって、APS スキル項目１に対しスキルディクショナリー中項目１～ｎを対

応させ、スキルディクショナリー中項目に対応するものが無いものは、「該当なし」とした。

（対応表は最終ページの別紙参照） 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1.スキル大項目
　1.1スキル中項目
　　1.1.1スキル小項目

　　　　　　・
　　　　　　・
　　　　　　・
　　　　　　・

A.スキル項目
B.スキル項目
C.スキル項目

　　　　・
　　　　・
　　　　・
　　　　・
　　　　・
　　　　・
　　　　・
Z.スキル項目

スキルディクショナリー

APSスキル項目

（中項目n:1対応）

対応表

スキル基準定義

★評価・認定で使用今回作成

スキル定義A

スキル定義B

スキル定義Z

スキル定義C

スキル項目

　　・
　　・
　　・
　　・

スキル熟達度

1.スキル大項目
　1.1スキル中項目
　　1.1.1スキル小項目

　　　　　　・
　　　　　　・
　　　　　　・
　　　　　　・

A.スキル項目
B.スキル項目
C.スキル項目

　　　　・
　　　　・
　　　　・
　　　　・
　　　　・
　　　　・
　　　　・
Z.スキル項目

スキルディクショナリー

APSスキル項目

（中項目n:1対応）

対応表

スキル基準定義

★評価・認定で使用今回作成

スキル定義A

スキル定義B

スキル定義Z

スキル定義C

スキル項目

　　・
　　・
　　・
　　・

スキル熟達度

         図 3-1 APSスキル項目とスキルディクショナリーの関係 
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４．APS 業務習得モデルに関する検討 
４．１ 業務スキルに関する検討 

 
(ア) 業務スキルへの言及検討 

ＡＰＳスキルの中に業務スキルを含めることは当初からの課題であった。それはＡＰＳの活

動領域において業務要件の理解が必須の作業工程が含まれているからである。特にＡＰＳが

持つ顧客業務の理解の正確性や深さが、設計・開発されたシステムの品質に大きな影響を及

ぼす。しかしながら業務スキルをどのように定義するか？また定義された業務スキルをどの

ように習得していくか？に対する明確な答えを見出せないまま今日に至ってきた。今年度あ

らためてこの課題に再挑戦し、業務の定義と習得方法を中心に議論し原案をまとめた。来年

度も検討を継続し広くご意見をいただきながら具現化していきたい。 
(イ) 業務スキルの構造化 

業務を定義する上で前提となるいくつかの項目がある。業種、業界、法規制、原理・原則な

どである。業務の性質を分析すると、業種や業界に依存する部分と依存しない普遍的な部分

とがあるのが分かる。製造業であれば設計や生産管理業務が存在し、その中の医薬品製造で

あれば製造管理と品質管理の基準（ＧＭＰ）が守らなければならない必須業務となる。また

業種や業界にとらわれずに行われる業務としては、人事や会計業務などが典型的な業務とし

て存在する。一方業務の名称は多くの企業で一般的に使われているものから個々の企業で固

有に名づけられたものも多く存在する。このように業務を定義する上では納得性のある分類

を行った上で定義を行わなければならない。ＡＰＳ委員会では業務の分類を行うために、業

種・業界属性、企業属性、ビジネス・フレームワーク、基本原理および基礎知識、法令・規

則を分類要素として抽出した。これに基づき業務スキルの構造を次図のように定義した。 
 

経営課題

経営計画

組織構成経営目標

経営課題

経営計画

組織構成経営目標

調
達

生
産

販
売

サ
ー
ビ
ス

R&D、経営企画、．．

人事、経理、総務、．．

調
達

生
産

販
売

サ
ー
ビ
ス

調
達

生
産

販
売

サ
ー
ビ
ス

R&D、経営企画、．．

人事、経理、総務、．．

動向、課題など

原理・原則

【企業属性】

【業種・業界属性】

【基本原理・基礎知識】

【ビジネス・フレームワーク】

【法令・規則】
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法令・規則：全ての企業が守らなければならない法令や規則。 
業種・業界属性：業種・業界ごとの共通の課題や施策など。また業界特有のＫＰＩ，ＣＳＦ

など。 
企業属性：業種・業界に属する企業の経営目標、課題や施策、組織構成など。また業種・業

界に加え企業固有のＫＰＩ，ＣＳＦ。 
ビジネス・フレームワーク：業種・業界に属する企業の業務機能、業務活動および特性。ま

た業務の実施状況を示す業務プロセスおよびそれを多段階的に構造化して表す業務フロー。 
業務機能、業務活動および特性は、経営方針によって変化する部分と変化しない部分とがあ

る。このため業務とその背景となる企業属性および業種・業界属性とセットにして体系化す

る。 
基本原理・基礎知識：業務を行う上での基本原理や基礎知識。業種・業界にとらわれない全

業種共通の項目と業種・業界固有の項目とがある。 
 
このように業務スキルは調達、生産、販売などの業務の実施方法や特性だけではなく、その

背景となる経営目標や課題、施策、組織などとセットで捉える必要がある。さらに業務を行

う上で基本的に知っておかなければならない法令や規則、原理・原則ともやはりセットされ

て捉えられていなければならない。また一般的に業種・業界ごとに類似の業務機能や特性を

持つことから、業種・業界ごとに業務スキルを分類整理することが効果的である。 
 
 
 



４．２ 業務スキル習得モデルの試作検討 

 
(ア) 業務スキルの習得ステップ 

業務スキルをアプリケーションシステム開発を実務としてこなしてゆくスキルとして定義

したとき、できるためには、まず基本として業務知識が備わっていることは不可欠であり、

この二つの関係を図に示したのが下の図である。 

 

 
 
縦軸に実務能力としてのスキルを、横軸に知識の広がり・深さを取り、その関係を示して

みた。 
実務をこなすには、知識を仕入れてゆくことが最初に必要なことである。これには研修コ

ースを受講したり、関連するセミナーに参画することで、その広がりや深さを向上させてゆ

くことができる。 
アプリケーションはその名の通り応用系であり、書物の中の論理だけでは実務は回らず各

種手続きや部門間や企業間の関係の中で応用されて始めて生きたシステムとして具現化され

る。 
この過程の経験なくして、地に足の着いたスキルとは言えない。業務分析や業務プロセス

の設計を通して、基本となる業務知識を活用したスキルが、それを実践した本人にのみ蓄積

される。知識を理解することと、スキルとして体得することには雲泥の差がある。 
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参照モデルは経験知の見える化であり、経験した人のスキルを見える状態にしたものであ

る。この存在は他者のスキルが自分の知識とし、それを起点にスタートダッシュを切れると

いう効果がある。 
必要な知識を学び、そこから実務を通してスキルを身につけ、効果測定を通して最終確認

をすることで本当の意味でのスキルが身に付けられる。 
一方、図中の右下に位置づけられる状態は、知識ばかりが先行した形で一向にスキルが身

に付いていない状態で、正に評論家の状態で、知識だけでは何の成果も生み出せないと言え

る。 
また、図中の左上に位置づけられる状態は、実務ばかりが先行した形で知識の広がり、そ

の先にあるスキルの向上に限界が見られる状態で、正に職人の世界。学ぶことを止めた技術

者には磨くべく対象のスキルにも限界が来てしまうことになる。 
 
【学ぶ → 使って身に付ける → 磨く】 これを繰り返すことで初めて【極める】ことが

見えてくる。 
 
(イ) 業務スキル習得方法のパターン化検討 

前章の 4.1 において、業務スキルの構造化に言及しその構成要素を大きく 5 つに分類する

ことにした（下の図中の左サイドの項目）。これらの 5 つの業務スキルの構成要素がいつ習

得されているのか、あるいはいるべきなのかを、アプリケーション・システムの開発段階に

照らし合わせて検討してみた。システム開発を大きくふたつの段階、すなわち「準備段階」

と「システム構築段階」に分けてまずは Output イメージで共有してみた。 
この結果は下図の通りであるが、準備段階においては 3 つの Output イメージが出来上が

っているべきものと考えた。 
■ 企業戦略 
■ 業務知識 
■ 参照モデル 

システム構築段階において、直接的な入力情報となるものに業務要件であるが、その業務

要件を正しくかつ網羅的、同じ粒度で理解するにはその要件の前提となっている経営戦略や

業務知識は必要不可欠であり、参照モデルの効用は大きいものと考えた。 



 

 
 

■ 経営戦略 
経営戦略は、企業属性、業種・業界属性、法令・規則、と企業が直面している環境や将来

を見越した諸々の情報を分析し、その上で経営分析を行い導かれてくるものである。 
この経営戦略は、他の職種、IT スキル標準で言えばコンサルタントが策定すべきもので、

アプリケーションスペシャリストは、この経営戦略を理解できる素養を身に付けておけば十

分と考える。そのためにも、関連するセミナーへの参画や自己啓発による継続的な情報の蓄

積が必要となる。 
この経営戦略に基づき個々の実行計画が策定され、具体的な業務要件やシステム要件に落

とし込まれてゆくことを考えれば、全ての源であり重要な情報である。 
 

■ 業務知識 
業務知識とは一体何か。企業活動を成り立たせるのが業務とすれば、その業務を遂行した

り、遂行するためのシステム作りに必要となるのが業務知識であり業務スキルである。 
4.1 章において、業務をビジネスフレームワークとして構造的に捉えてみたが、システム

作りに要求される業務スキルとは、対象となる業務の全体を押える力（網羅的に洩れなくダ

ブりなく）と、業務の内容を細部に渡り本質を見抜く力を併せ持って初めて満たすことので

きるスキルと言える。 
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前者はアプローチに関わるスキルであり、見える化し標準化するためにも参照モデルの考

え方が効果的であると考える。 
一方、後者は中身すなわちコンテンツに関わるスキルであり、基本となる原理・原則を広

く深く理解しておくことから獲得できる。これらは主に研修受講の機会を利用し習得するこ

とができる。また、企業活動を行う上で遵守すべき法令や規則の理解も同じく研修やセミナ

ーの受講で吸収することができる。 
 
優秀なアプリケーションスペシャリストは、たとえ初めての業種や業務が対象となっても

ポイントを押えたアプローチが既にスキルとして身に付いているため、後者の中身の知識や

スキルが無い状態からでも集中的に必要な研修を受講したり勉強をし、これを補い、業務要

件に対しても的を得たヒアリングが出来ることで素晴らしい立ち上がりを見せることができ

る。 
 

■ 参照モデル 
参照モデルは、これまで述べてきたアプローチとしての対象の捉え方の枠組みと粒度、そ

れとコンテンツを経験知として見える化したそのものと言える。 
初めての対象業種や業務で経験の全く無い状況においては、業務要件を理解し課題を認

識・設定し、更にそのソリューションを導く上で極めて有効な情報となりうる。 
一般的に何も無い状態から業務要件を顧客から聞き出すことは可能であるが、下記の点か

ら聞き出すためのベースとなる参照モデルの存在は有効である。 
 ・網羅性に欠ける 
 ・聞き出す要件の粒度にバラつきが発生する可能性がある 
・考えたり整理したり分析したりすることに比べ、書かれたものを理解するのは圧倒的

に早い 
 
参照モデルの捉え方には幾つかの考え方が存在し、中でもエンタープライズアーキテクチ

ャーや SCOR（※）のアプローチは近年広く知られてきている。 
※Supply Chain Operations Reference-model(SCOR) by ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝｶｳﾝｼﾙ(SCC) 

 
 

 
次にシステム構築段階での業務スキルについて触れる。 
 
参照モデルを基本とする進め方でのポイントは、以下である。 
参照モデルを理解した上で、これをひとつの仮説として顧客の業務要件を確認してゆけば仮説と

のギャップから具体的な要件を更に掘り下げることもできるし、真の顧客ニーズから課題に到達

し、その課題に対応したソリューションの検討に労力を集中してゆくこともできる。また、この

ようにして開発した実装経験に基づくソリューションを組み込んだ参照モデルのバリエーション
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を蓄積してゆくことで、より効率的かつ効果的なシステム構築のアプローチを可能にできる。ま

さに可視化のメリットであり、標準化の実現にも寄与することができる。 
なお、ソリューションを構築するために必要となるスキルには業務知識に関わるスキル以外に、

課題設定上のスキルやソリューションを導くためのスキル、問題解決スキル、ネゴシエーション

スキル等々、コンサルティングメソドロジーに関わるスキルも重要である。 
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５．次年度への課題 
 ＡＰＳとして考えている次年度に向けての課題は、以下の通り。（前年度からの課題を含む） 
 

(ア) 職種間での横断的課題 
（次年度より推進委員会のテーマとして横断的に調整することとなった） 

 職種間での合意形成 
 スキル熟達度のフォーマット改善 など 

 
(イ) 次期への繰越作業 

 ＡＰＳ改善提案に関する継続検討 
• V3 2009 に関する改善提案（現時点では改善テーマなし） 
• 評価ガイドラインの改訂（APS スキル項目の見直し結果反映） 

 業務スキル習得モデルに関する継続検討 
• 代表的な業務スキル習得モデルの公開を目指す 

 



６．APS 委員会の活動サマリー 
  APS 委員会の活動概要は以下の通り。 
 
 2006年度

ＩＴスキル標
準の内容
充実

相互研鑽

後進人材
の育成（知
見のフィー
ドバック）

　　

実像の
ﾌｨｰﾄﾊﾞｯｸ

2009年度2008年度2007年度2006年度

ＩＴスキル標
準の内容
充実

相互研鑽

後進人材
の育成（知
見のフィー
ドバック）

　　

実像の
ﾌｨｰﾄﾊﾞｯｸ

2009年度2008年度2007年度

◎ＩＰＣＦ2006
　　（06/ 7）

コアスキルの明
確化

①評価ガイドラインの
　改訂（スキル項目）
②V3 2009の改善提案

③業務スキル検討
④他職種との関連性
⑤新技術との関連性
　（SaaS、SOA など）

⑥他職種への展開

◎ＩＰＣＦ2007
　　（07/ 6）

★ＩＴスキル標準V2
　（2006/4）

「ITスキル標準Ｖ２」の改訂

コアスキルの整理

「業務ﾊﾟｯｹｰｼﾞ」の見直し

◎ＩＰＣＦ2008　
　　（08/ 7）

★ＩＴスキル標準V3
　（2008/4）

「APS育成ハンドブック」の改訂

「APS評価ガイドライン」
の改訂

情報処理試験と
の対応

業務スキルの検討

他職種との横断検討

情報処理試験との対応検討
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◎ＩＰＣＦ2009　
　　（09/ 7）

他職種と連携した
スキル標準の改訂

「ITスキル標準Ｖ３」の改訂

★V3 2008公開
　（2008/10）

★V3 2009公開予定
　（2008/10）

業務スキルの検討



（別紙）APS スキル項目とスキルディクショナリーの対応表 
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